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１　成果目標

（１）生産コスト又は集出荷・加工コストの10％以上の削減
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産地生産基盤パワーアップ事業 都道府県事業評価報告の概要

地域協議
会名

整理
番号

地区名 対象作物 取組内容
達成率
（％）生産量、出荷量 年

度

生産量、出荷量、 年
度

面積 生産量、出荷量、

又は処理量 又は処理量

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

地域協議会等の評価 都道府県の評価 備考
現状 目標 実績

年
度

面積

スマート農業推進枠

年
度

導入・定着の取組の
実施内容又は処理量

面積

産地競争力を向上させる必要性がある
なか、当地区で中心的経営体への農地
利用集積による作業効率の向上及び堆
肥精製施設の導入による肥料費の削減
により生産コストの削減を目指してお
り、目標を達成した。目標を達成でき
た要因として、農地集積が適正に進ん
だことが挙げられる。取組面積を増加
させつつ経費削減に努めることで面積
当たりの生産コストを減少させること
ができた。なお、建物修繕費の削減に
伴い生産管理費も削減できたことも要
因として挙げられる。
　堆肥精製施設の導入により肥料費の
削減を目指しているが、増加した取組
面積に対応できる量の肥料生成には
至っておらず、結果として肥料費が増
加する結果となった。
　今後は肥料費の削減を目的とし、堆
肥精製施設の運用法法の見直しについ
て指導する。

産地競争力を向上させる必要性があるな
か、当地区では低コスト栽培技術の導入及

び耕畜連携、高性能機械（コンバイン
等）、乾燥調製施設の導入を軸として生産

コストの削減を目指している。
上記取組の実施により、種苗費・農薬費に

ついては目標以上の削減が達成され、人件

費については、概ね目標とおりの削減進度

となっている。しかし、諸材料費の項目に
おいて経費の削減が進んでいないこと及び

担い手への農地集積が進まず、取組面積が
想定より増加しなかったことを原因とし、

全体の生産コスト目標を達成できなかっ

た。
南会津町は年々鳥獣による農作物被害が増

加しており、生産者においては鳥獣対策を

せざるを得ない状況である。諸材料費の削

減が進まない要因の一つとして鳥獣対策
（侵入防止線の設置等）にかかる資材費が

挙げられるため、今後は、鳥獣被害防止総
合対策交付金及び町単独事業を活用して、

恒常的な侵入防止柵を設置することや、指
定管理捕獲及び有害捕獲により鳥獣の頭数

を減少させる必要がある。

なお、農地集積を進めるための支援（人・

農地プランの策定に係る支援、遊休農地解
消に係る支援事業の提示）を随時行ってい

く。

南会津町
農業再生
協議会

2 田島 水稲

① 疎植栽培による
育苗・定植コスト削
減
② 代かき等や選別
作業の集約による効
率化に伴い中心的経
営体へ農地利用集積
し規模拡大
③ 耕畜連携によ
り、籾殻と堆肥を交
換し水田に投入する
循環型農業による肥
料費の削減により、
生産コストの１０％
以上削減を図る。

生産コスト
の10％以上

削減
【11.6％削

減】

107,970円
/10a

39.4 213.5
95,474円
/10a

74
(中山間)

401.1
98,407円
/10a

69.2 375.0
各生産者の決算書
及び青色申告書等
により検証する

76.5%

コスト削減は順調に進んでいる
が、経営体4件のうち3件において
面積目標が未達成であり、さらな
るコスト削減を進めるには、農地
集積を進める必要がある。協議会
としては、各関係機関（農林事務
所・JA）と連携し、残り３経営体
への農地集積を図る。

16,563円
/10ａ

目標以上に作付面積を増やすこと
ができたため、面積当たりの生産
コストが削減され、目標を達成で
きた。今後も農地集積をさらに進
める。

65
(中山間)

-
15,541
円/10ａ

69.5 27
各生産者の決算書
及び青色申告書等
により検証する

155.2%
南会津町
農業再生
協議会

8 水無 そば

① 地域の有機資源を堆肥

化し、ほ場に施用すること
で、生産にかかる肥料費の

コスト削減を図る。併せ
て、有機栽培への取り組み

を開始する。

② 地域の農地（遊休農地
を含む）を集積し規模拡大

を図り、生産コストの削減

を図る。

③ 堆肥を製造・施用する
ことで、水無地域のそばの

高生産・高品質生産を目指
す。

④ 面積拡大により、高性
能機械（乾燥機）を導入

し、地域生産者の乾燥作業

を受託する。

 ①～④を推進することに
より、生産コストの１０％

以上削減を実現する。

生産コスト
の10％以上

削減
【10.0％削

減】

18,413円
/10ａ

60 -

目標を概ね達成した。
中心経営体の水稲及び飼料用米作
付面積が増加し、担い手への農地
の集積が進むとともに播種機、畦
塗機、フレコンスケール、乾燥機
等高効率機械の導入により、コス
ト軽減が図られた。
引き続き効果的な作業計画を策定
し、更に面積を拡大していくこと
を期待する。

目標は概ね達成された。中心経営体の
水稲及び飼料用米作付面積が増加
（85.9ha→87.1ha)し、担い手への農
地の集積が進むとともに播種機、畦塗
機、フレコンスケール、乾燥機等高効
率機械の導入により、農薬費、肥料費
を主としたコスト軽減が図られた。当
地区は実質化した人・農地プランを策
定し、農地中間機構関連農地整備事業
を進めているので、今後も担い手への
農地集積、飼料用米の作付拡大、及び
圃場整備を加速し、地区における更な
るコスト軽減の支援を行っていく。

いわき地
域農業再
生協議会

2

いわき市四
倉町

玉山、中
島、白岩、
長友、戸

田、狐塚、
塩木、上仁
井田、下荷
伊田、細

谷、山田小
湊、薬王
寺、上柳

生、下柳生
地区

水稲

①人・農地プラン（大野第
二地区（玉山・中島）、下

仁井田地区）に位置付けら

れた担い手への農地中間管

理機構を活用した農用地集
積や地域の担い手への機械

作業の集約化。
②中心的経営体の高効率農

業機械の導入（播種機、畦
塗機、トラクター、ロータ

リー、ハロー、プラウ、田

植機、モア、コンバイン、

フレコンスケール、乾燥
機）による生産コストの削

減。
③飼料用米への取組による

生産コストの削減と経営安

定。

生産コスト
の10％以上

の削減
【11.9%削

減】

105,577円
/10a

211.7 1,639
93,054円
/10a

314.4 1,647
93,797円
/10a

314.4

いわき地
域農業再
生協議会

15

いわき市
平藤間、
下高久・
下大越地

区

水稲

①地域の担い手（大規模稲

作指向の認定農業者）への
農地利用集積や農作業受委

託の集約化。

②中心的経営体の高効率農
業機械の導入（トラクタ、

ハロー、ロータリー、プラ

ウ、スタブルカルチ、バー
チカルハロー、ブロード

キャスター、マニアスプ

レッダ、田植機、ビーク
ル、モアー、コンバイン、

乾燥機、籾摺り機、色彩選
別機、選別選粒機、フレコ

ンスケール、精米機）によ

る生産コストの削減と経営

安定。
③飼料用米の取組による生

産コストの削減と経営安
定。

生産コスト
の10%以上削

減
【13.9％削

減】

1,670

中心的経営体とそ
の他における平成
32年分の農業所得
収支内訳書等の経
費等を分析し検証

する

94.1%

371.5
118,657円

/10a
72 371.5

97,923円
/10a

72 382.3

中心的経営体とそ
の他における平成
32年分の農業所得
収支内訳書等の経
費等を分析し検証

する

126.0%

目標を達成した。
中心経営体の水稲及び飼料用米作
付面積が増加し、担い手への農地
の集積が進むとともに、トラク
タ、田植機、フレコンスケール等
高効率機械の導入により、コスト
軽減が図られた。

いわき地
域農業再
生協議会

17 大久南部 水稲

①人・農地プラン（大
久地区）に位置づけら
れた担い手への農用地
集積や農作業受委託の
集約化。
②中心的経営体の高効
率農業機械の導入（田
植機、播種機、モア、
コンバイン、乾燥機、
籾摺り機）による生産
コストの削減。
③飼料用米の取組によ
る生産コストの削減と
経営安定。

生産コスト
の10％以上

削減
【10.1％削

減】

113,093円
/10a

28 114.5 101,667円
/10a

28 144.5
97,331円
/10a

28 148.7

中心的経営体とそ
の他における平成
32年分の農業所得
収支内訳書等の経
費等を分析し検証

する

137.9%

目標を達成した。
中心経営体の水稲及び飼料用米作
付面積が増加し、担い手への農地
の集積が進むとともに、田植機、
播種機、モア等高効率機械の導入
により、コスト軽減が図られた。

目標が達成された。
中心経営体の水稲及び飼料用米作付面
積が増加(18.0→18.7ha)し、担い手へ
の農地の集積が進むとともに、田植
機、播種機、モア等高効率機械の導入
により、種苗費、農薬費を主としたコ
スト軽減が図られた。当地区は中山間
地区であり、実質化した人・農地プラ
ンを策定し、経営体育成基盤整備事業
を実施し、当事業の活用により地域の
新たな担い手が確保され、産地の持続
性および担い手への集積によりコスト
削減を図った。今後も担い手への農地
集積、飼料用米の作付拡大を加速し、
地区における更なるコスト軽減の支援
を行っていく。

102,201円
/10a

72

目標が達成された。
中心経営体の水稲及び飼料用米作付面
積が増加(22ha→41ha)し、担い手への
農地の集積が進むとともに、トラク
タ、田植機、フレコンスケール等高効
率機械の導入により、肥料費、農薬費
を主としたコスト軽減が図られた。当
地区は東日本大震災により津波被害を
受けた地区であるが、実質化した人・
農地プランを策定し、農山漁村地域復
基盤総合整備事業を実施するととも
に、当事業を活用したことにより地域
の担い手である農業法人に集積が加速
した。今後も担い手への農地集積、飼
料用米の作付拡大を加速し、地区にお
ける更なるコスト軽減の支援を行って
いく。

99,860円
/10a

50 －
100,868円

/10a
49 228

決算書等の生産コ
ストが確認できる
書類により検証を

行う。

92.3%

概ね目標を達成することができ
た。今後100％の達成に向けて、
更なるコスト削減に取り組む必要
がある。

中心経営体（(株)吉野家ファーム福
島）への稲作作業の集約化を図り、乾
燥調製施設を効率的かつ適期に使用し
た結果、生産コスト削減の目標を概ね
達成した。今後は、更に肥料・農薬費
の使用等について指導を行い、より一
層のコスト削減への取り組みを支援す
る。

白河市農
業再生協
議会

1
白河市
金山・古

関
水稲

水稲について
①中心的経営体への稲
作作業の集約化
②乾燥調製施設の整備
③高性能農業用機械
（コンバイン）の導入
による生産コストの
10%以上削減を実現す
る。

生産コスト
の10%以上削

減
【11.6%削

減】

112,900円
/10a

※28年度

35 －



（２）販売額又は所得額の10％以上の増加
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当該施設を利用したことにより品質

が向上し、ブランド化へ取組み、販
売単価を向上させることが出来た。

一方で、生産コストは高くなってお

り、燃料費や資材等の価格上昇、後
継者参画に伴う専従者給与（家族労

働費）の増加が影響している。

栽培技術の向上を図るため銘柄米情
報の発行等により情報の共有と適期

管理を進め、ブランド化を進めてい

る「天のつぶ」栽培者や面積の拡大
を図り、施設活用による一層の米単

価の向上とコロナ禍後の輸出等への

取組を強化し販路の拡大を図る。ま

た、土壌診断による適正施肥、総合
的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）によ

る農薬使用量の抑制、低コスト肥料
への見直しや資材の共同購入等によ

る、各種コストの低減を推進し、労
働費低減対策としては、規模拡大及

び省力化機械の導入等を推進してい

く。併せて、担い手への農地の集約
を人・農地プランの実質化とととも

に進め、分散錯圃を解消し規模拡大

による機械の効率的な活用を進め

る。

135,788 8,839 7,792 1.134
24,904
円/10a

農業者の税務申告書 -241.2%

達成状況が低調であるため、施設
を活用した米の高付加価値化やブ
ランド化の取り組み・独自の販路
開拓を行うように指導。

-33.4%

事業実施後、相次ぐ自然災害に見
舞われ収量が減少した。また、収
益が上がらず栽培を中止する農家
もあり、畑作ゲタ対策等補助金の
説明をしながら誘導を図りたい。

出荷実績を見ると、平成31年
度では目標の２等級30％、３
等級60％、特定加工10％に対
し、実績では２等級25.9％、
３等級73.9％、特定加工
0.2％、令和２年度では目標の
２等級54％、３等級49％、特
定加工５％に対し、実績では
２等級100％となっており、
年々、品質向上が進んでい
る。今後は、事業実施主体及
び取組主体には、関係機関、
団体と国・県等の各種奨励制
度の活用を通じた非主食用米
への転換及び大豆作付面積拡
大を推進するとともに、排水
対策等の技術支援等による品
質改善を継続して推進し、到
達目標の達成に向けて助言・
指導を進める。

猪苗代
町農業
活性化
協議会

1
猪苗代
町

水稲

水稲について、
品質向上物流合理化施
設を整備し、乾燥調整
作業及び物流の集約化
による品質向上及び均
質化による販売額の増
加により、所得額の
10％以上増加を図る

所得額の10%
以上の増加
【10.1%増

加】

32,945円
/10a

162.9

生産量
（荷受
重量換
算）
587

111,843 129,271 36,279円
/10a

277.8
(中山
間)

生産量（荷
受重量換
算）
587

115,177 129,271
21,961円
/10a

(補正前)
76.5

生産量
（荷受
重量換
算）
648

128,077

泉崎村
地域農
業再生
協議会

1
泉崎村
泉崎

大豆

①高性能農業機械（コ
ンバイン）の導入によ
る中心的経営体へ収穫
作業の集約化　②乾燥
調製施設の整備により
適期に刈取り・乾燥を
行い、脱粒低減及び等
級を向上させることで
所得額の１０％以上の
増加を図る。

所得額の10%
以上の増加
【36.7%増

加】

24,015円
/10a

78.78
生産量
130,920

農産物検査実績等の
確認できる書類によ

り検証を行う。
144.9 32,834円

/10a
100

生産量
194,991

168.4
25,330円
/10a

(補正前)
58.4 100,830 147 51423 156 188 0.83

21,066
円/10a

福島市
地域農
業再生
協議会

1
福島市
福島

果樹
（ぶど
う）

病害対策と品質向上を
目的とした雨よけ施設
の導入による高品質多
収栽培と、シャインマ
スカット等高品質で優
良な品質の転換や、導
入の促進により、収益
の向上を図る。

販売額の10%
以上の増加
【10.2%増

加】

273,985円
/10a

38.1
出荷量
157,214

663 302,052円
/10a

38.2
出荷量
173,464

665
363,061円

/10a
(補正前)

35.8 133,030 977

あずましずく

811

種なし巨峰665

高尾540

ピオーネ609

安芸クイーン

538

翠峰509

シャインマス

カット1,147

あずましずく

1,057

種なし巨峰919

高尾740

ピオーネ854

安芸クイーン

1,042

翠峰609

シャインマスカッ

ト1,373

あずましずく

0.767

種なし巨峰

0.724

高尾0.729

ピオーネ

0.721

安芸クイーン

0.516

翠峰0.836

シャインマス

カット0.835

274,30
1円
/10a

ＪＡふくしま未来福
島地区ぶどう専門部
会販売実績による

1.1%

令和2年度については、雨天によ
り高湿度条件が続いたため病気が
まん延したことや高齢化による栽
培者の廃作等により出荷量及び栽
培面積が減少した。今後は薬剤防
除に加え、早期の袋かけ、病源菌
の越冬源である巻きひげの除去徹
底等耕種的防除を推進する。ま
た、新規栽培者の確保を進めるこ
とで、栽培面積、出荷量の確保を
進める。また、販売金額は販売単
価が上昇したことにより、現状値
（H29）を上回った。しかし、価
格の補正により、実績値は
274,320円/10aとなり、目標を達
成することはできなかった。今後
は上記の対策に加えて、品質の向
上及び収量の増加、高単価品種へ
の転換を図るよう指導し、成果目
標の達成を目指す。

価格補正前の単位面積あたり
の販売額は目標を達成したも
のの、近年の高単価化による
影響を受け、価格補正後は目
標を達成できなかった。目標
達成のため、関係機関と連携
のうえ品質の向上及び収量の
増加に向けて、耕種的防除の
指導を強化するとともに、高
単価品種への転換を図るよう
指導していく。

1,158
74,090千円
(補正前)

生産量の減少により販売額が
現状を下回り、成果目標を達
成できなかった。
炭疽病の増加、生産者の高齢
化による栽培管理不足に伴う
ロス果の増加等による収量の
伸び悩みが要因であり、炭疽
病予防を中心とした散布回
数、適期防除、部会員増を目
指す等、出荷量増加への指
導、助言を行い、目標達成に
向け支援する。

638,929千
円

(補正前)
22.7

いわき
地域農
業再生
協議会

16
いわき
市

施設野
菜（い
ちご）

生産規模の拡大と栽
培施設の高度化を進
め、品質と生産力の
向上を図り、販売額
10%以上の増加を実
現する。

販売額の10%
以上の増加
(総販売額)
【20.6％増

加】

95,948千円 5.5
生産量
9.2

２回の計画変更に伴い、目標
値の上方修正及び新規栽培者
等の新植面積を確保した一
方、生産者の高齢化による離
農・減反もあり、産地規模が
縮小に転じている（現状H27：
24.2ha→R2：22.7ha　※目標
値26.5ha）。
単位収量は、長雨・日照不足
下の中概ね前年並みであった
が、部会目標には達しておら
ず、引き続き適期管理・定期
防除を励行し、高単価が狙え
る９月中旬以降を増収させ、
成果目標達成を目指すよう指
導する。
取組主体のうち、新規栽培者
は部会内での優良表彰受賞者
が２名いるなど確実に技術力
を向上させている一方、未達
者は管理作業が追いつかず病
害が蔓延したことが減収要因
であり、病害対策（台木の導
入、資材消毒、定期防除）の
徹底を最優先に指導してい
く。

5.7 62,552 1,184

-18.7%

全国的な天候不順の影響により、
収量が伸びず、他の競合する産地
と出荷時期が重なったため、単価
が上がらず達成率が低くなった。
また、農家の高齢化による離農等
で栽培面積が減少していることも
販売金額に影響している。
今後は、単価が上がる秋まで安定
して収穫が行えるよう栽培管理の
徹底を、関係機関と連携し指導を
行う。

8,144 346

1,202 1,390 0.865
64,063
千円

現状の販売額との比
較（ＪＡ販売代金生
産明細書による確

認）

-161.0%

炭疽病の増加や、生産者が高齢と
なり栽培管理に手が回らずロス果
が増えてしまうこと等により、収
量が伸びない。
関係機関と連携し、病害虫防除の
推進を図り、新規就農者や既存の
生産者からの部会員増を目指し、
JAへの出荷量増加を図る。

南会津
町農業
再生協
議会

1
舘岩
伊南
南郷

施設野
菜（ト
マト）

施設野菜産地の形成の推進

①　パイプハウス導入による

「南郷トマト」ブランドとして

取引される高品質なトマトの更

なる産地拡大・生産規模拡大 ②

トマトの新規栽培（就農）者に

ついては、就農前に先進農家で

の栽培研修を１～２年間実施す

ることにより、栽培技術を習得

して高品質トマトの平準化を目

指す

③栽培期間中の現地集団指導会

や、新規栽培者・低単収者への

個別指導を行い、組合全体の更

なる単収増加を目指す ④徹底し

た栽培管理によりＡ級品率の出

荷増加を図り、単価向上による

販売額の向上を目指す ⑤組合員

全員のエコファーマー取得や、

放射性物質の自主検査の実施な

どにより、安全・安心な農産物

を提供する ⑥県や町の単独事業

を活用したかん水同時施肥栽培

装置の導入により高品質なトマ

トを安定的に供給する

①～⑥を推進することにより、

販売額の10％以上の増加を実現

する。

販売額の10%
以上の増加
(総販売額)
【14.1％増

加】

659,385千
円

※27年度
24.2

生産量
8,168

335 752,229千
円

26.5
(中山間)

生産量
8,550

332 343 341 1.006
642,02
8千円

南郷トマト生産組合
の出荷及び販売額に

よる検証

193.4%2,246,3062
伊達市
桑折町
国見町

１．きゅうりの選果機を導

入し、品質の均一化を図
る。２．全農福島県本部、

各重点出荷市場、ＪＡふく

しま未来の連携を密にし生
産物の需要動向に係わる情

報収集・解析に努める。

３．販路開拓の取り組みを
強化し、出荷市場の集約化

や契約取引を増加させるこ
とで、有利販売に資する。

４．共同選果施設導入によ

り縮減された労力の一部を

栽培管理に充当すること
で、反収増加および作付面

積拡大により収益性・品質
の向上を図る。５．施設化

の推進並びに、自走式防除

機の導入により長期収穫に
よる出荷数量の増加を図

る。６．実需者から要望の

高い「安全・安心」な農産
物生産のため第三者認証Ｊ

ＧＡＰ等を取得の推進を図

る。

露地野
菜

（きゅ
うり）

販売額の10%
以上の増加
(総販売額)
【10.4％】

758,000,00
0円

37.6 2,792,454 271

地域協議
会名

整理
番号

地区名 対象作物
生産量又は

出荷量

生産コスト 年
度

生産コスト生産量又は 価格
(販売単価)

0.970

1,158 115,750千
円

6
生産量
16.3

伊達市
地域農
業再生
協議会

418 320

導入・定着の取組の
実施内容

生産コスト

地域(県又は国を含む)
の価格(販売単価)

目標年度
出荷量

補正係数
価格補正
後の実績

910,78
7,231
円

年
度

出荷量

価格
(販売単価)面積

330837,000,00
0円

37.7 2,903,670 288
939,480,12

8円
(補正前)

37.6

取組内容

成果目標

都道府県の評価 備考
現状 目標 実績

年
度

面積

出荷販売額については、価格補正
のためマイナスが生じているが、
実際は施設野菜、露地野菜ともに
令和元年度販売額実績よりも大幅
に増加しており、産地としての取
組が結果に表れている。
Ｒ３年度も同事業により取組を計
画しており、さらに出荷販売額の
増加が見込む。
GAPについては、JA内に青果物GAP
部会を設立し、JGAPの規定の中で
栽培に取り組んでいる。現在、伊
達地区で合計103名の取組者がお
り、そのうち42名がきゅうり栽培
を行っている。

露地栽培から施設栽培への転
換が順調に進み、露地物につ
いては収穫量が減少したもの
の、高単価で販売できたた
め、価格補正後も目標を達成
することができた。施設物の
成果目標達成に向け継続して
施設栽培への転換を進め、収
量増につなげていく。GAPは、
JAで積極的にJGAP取得を進め
ていることから、県もJGAP取
得のために支援を継続してい
く。

JAの出荷販売実績よ
り算出

事業実施
前年度

事後評価の検証方
法(※定量的な検
証ができるこ
と。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価
面積 生産量又は 価格
(販売単価)

スマート農業推進枠

年
度



29 ha
本
/1
0a

万
円
/1
0a

2 ha
本
/1
0a

万
円
/1
0a

ha
本
/1
0a

万
円
/1
0a

円
/
本

円
/
本

29 ha t
円
/k
g

2 ha t
円
/k
g

R2 ha t
円
/k
g

円
/
㎏

円
/
㎏

28 ha t 2 ha t R2 ha t

円
/
ｋ
ｇ

円
/k
g

円
/k
g

28 ha t
円
/k
g

2 ha t
円
/k
g

R2 ha t

円
/
ｋ
ｇ

円
/k
g

円
/k
g

28 ha t
円
/k
g

2 ha t
円
/k
g

R2 ha t

円
/
ｋ
ｇ

円
/k
g

円
/k
g

（３）契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上とすること

（４）需要減が見込まれる品目・品種から需要が見込まれる品目・品種への転換率100％

（５）農産物輸出の取組（直近年の輸出実績がある場合の輸出向け出荷量又は出荷額の10％以上の増加、新規の取組の場合又は直近年の輸出実績がない場合の総出荷額に占める輸出向け出荷額の割合５％以上又は輸出向け年間出荷量10トン以上）

（６）労働生産性の10％以上の向上

（７）農業支援サービス事業体の利用割合の10％以上の増加かつ50％以上とすること

高齢化による廃作により目標
面積には未達となったが、事
業により導入した選果設備及
びかん水施設の効果によって
単収と単価が向上し目標達成
となった。
新規就農イベントでのPRやた
ばこ廃作者に対しピーマンの
作付け推進を図っており、新
規作付け者が増加する見込み
である。

施設野
菜

（ﾄﾏﾄ）

①自動梱包機の導入
による梱包効率の向
上
②かん水同時施肥装
置の導入による生産
量の増加

販売額の10%
以上の増加
(総販売額)
【11.8％増

加】

166,209
千円

10.38 720 230.8 185,879
千円

10.86 773 240.5 149,241千円
(補正前)

8.6 444 336

451

794.3 3508.22

只見町
農業再
生協議
会

1 334 341345

-44.1%

431 527 0.818
154,20
8千円

現状の販売額との比
較（販売額は精算書

により確認）
101.3%

1.056
157,53

8
千円

現状の販売額との比
較（販売額は精算書

により確認）

0.979
272,15
4千円

南郷トマト生産組合
の出荷及び販売額に

よる検証

270,880千
円

9.37
(中山間)

278,756千
円

(補正前)

高齢化による廃作により目標面積
には未達となったが、栽培用であ
るかん水施設を導入したことによ
り、生産量が増えた。また、コン
ピュータースケールの導入によっ
て、選果効率の向上と良質な生産
物の出荷・販売につながった。

104.0%

令和2年度実績については、生産
者の高齢化による離農等により、
栽培面積の目標は達成できなかっ
たが、出荷量を維持しながら出荷
時期の調整等を図り、高い価格で
の販売としたことで、総販売額で
の目標を達成することができた。

令和2年度実績については、生
産者の高齢化による離農・減
反もあり、栽培面積の目標は
達成できなかったが、出荷量
を維持しながら出荷時期の調
整等を図り、高い価格での販
売としたことで、総販売額で
の目標を達成することができ
た。
取組主体の既存生産者４戸の
うち２戸が総販売額を伸ばし
て目標を達成し、新規栽培者
１名は、目標未達ながら確実
に基礎技術を習得しており今
後の単収向上が期待される状
況である。

三春町
地域農
業再生
協議会

1
三春地
区

露地野
菜

（ﾋﾟｰﾏ
ﾝ）

①コンピュータース
ケールの導入による選
果効率の向上
②栽培用設備の導入に
よる生産量の増加

販売額の10%
以上の増加
(総販売額)
【11.6％増

加】

137,950
千円

7.9 484 285 153,995千
円

7.9
(中山間)

493 312.4
188,729千

円
(補正前)

7.4 418

3.57

出荷本数
トルコギ
キョウ
14,446
カラー
14,424

トルコギ
キョウウ

251
カラー
123

トルコギ
キョウ
163

カラー
85

トルコギ
キョウ
173

カラー
86

トルコ
ギキョ
ウ

0.942
カラー
0.988

1,775
千円
/10a

品種毎、出荷者毎の
販売実績の合計額を
もとに、販売額の増
加割合を検証する。

-202.2%

新型コロナウイルス感染症の影響
による販売数等の低迷があり、品
種によっては7割程度まで落ち込
んでいる。
出荷方法を見直し、良品を多く出
荷できたことにより、販売単価は
向上してきているが、達成状況は
低調であるため、栽培管理指導や
栽培技術研修会等を通して、更な
る品質向上や販路拡大、需要のあ
る品種の選定を推進し、成果目標
の達成を目指す。

新型コロナウイルスの影響に
より、令和２年度の花きの販
売数が落ち込んだことも影響
し、成果目標を達成すること
ができなかった。
目標達成に向けては、産地内
での事業非取組者における販
売実績の向上が必要不可欠で
あり、栽培技術研修会等を通
して、高温や日照不足等に対
する栽培管理の指導を行い、
産地全体での栽培技術向上を
支援していく。

トルコギ
キョウ
270

カラー
169

2,458円
/10a

3.6
(中山間)

出荷本数
トルコギキョ
ウウ17,850

カラー20,800

トルコギ
キョウウ

296
カラー
189

1,854千円
/10a

(補正前)

只見地
区

施設野
菜（ト
マト）

施設野菜産地の形成の推進

①パイプハウス導入による
「南郷トマト」ブランドと

して取引される高品質なト
マトの更なる産地拡大・生

産規模拡大

②トマトの新規栽培（就
農）者については、就農前

に先進農家での栽培研修を

１～２年間実施することに
より、栽培技術を習得して

高品質トマトの平準化を目

指す。③栽培期間中の現地
集団指導会や、新規栽培

者・低反収者への個別指導

を行い、組合全体の更なる

反収増加を目指す。④徹底
した栽培管理によりＡ級品

率の出荷増加を図り、単価
向上による販売額の向上を

目指す。⑤組合員全員のエ
コファーマー取得や、放射

性物質の自主検査の実施な

どにより高品質なトマトを

安定的に供給する。⑥かん
水同時施肥栽培装置の導入

により高品質なトマトを安
定的に供給する。

販売額の10%
以上の増加
(総販売額)
【13.2％増

加】

239,197
千円

8.15 693.9 796.7 340

猪苗代
町農業
活性化
協議会

2
猪苗代
町

施設花
き（ト
ルコギ
キョ
ウ、カ
ラー）

【トルコギキョウ】トルコ
ギキョウの需要はブライダ

ル・小売・葬儀等と幅広く

顧客（市場）のニーズをつ
かむことが重要であるた

め、市場の意見を取り入れ
た品種構成と計画的な作付

を行い、抑制作型での市場

占有率アップを図るととも

にセリ日2日前販売の数量
を増やすことで予約相対の

増加等の有利販売を行い単
価上昇による販売金額の

アップを目指す。【カ

ラー】カラーは夏秋期にお

ける全国有数の産地である
が輸入球根が高価なことか

ら産地維持の為に安定的な
球根導入が課題となってい

る。この課題に対処するた

め、従来の輸入先である
ニュージーランド産からオ

ランダ産への切り替えを進

め、採花本数の増加による
収量アップと市場動向を取

り入れながら優良品種の検

討を行いそれにより単価の
上昇を図り販売金額のアッ

プを目指す。①パイプハウ
スを整備することにより、

作付面積拡大、作型分化の

取組を行う。　②市場動向

を的確に把握し、有利販売
に取り組む。　③ニーズに

あった作型、品種等検討・
導入を行い、栽培技術の向

上を図ることにより、単価

向上に取り組む。

販売額の10%
以上の増加
【10.1％の

増加】

2,232千円
/10a

3.43

出荷本数
トルコギ
キョウウ
16,500
カラー
21,000

-256.7%

田村市
地域農
業再生
協議会

1
田村地
区

374 354

0.917
111,01

9
千円

現状の販売額との比
較（販売額は精算書

により確認）

露地野
菜

（ｲﾝｹﾞ
ﾝ）

①真空予冷庫の導入
による予定効率の増
加
②ソーラー自動かん
水装置の導入による
生産量の増加

販売額の10%
以上の増加
(総販売額)
【10.0％増

加】

149,574
千円

18.1 205 729.6 164,596
千円

両品目とも想定以上に高齢化によ
る廃作が多く、産地全体としての
面積が減少した。
また、トマト及びインゲンともに
昨年の長梅雨とその後の高温の影
響もあり、実績が低調だったの
で、収量が確保出来る様々な対策
を実施し、販売高の確保に努める
ように指導した。
生産量は低調だったが、導入した
かん水装置や確実な選果、予冷に
より品質は確保され、高単価と
なった。

都道府県
平均達成

率

114 1062 848 92513.619.3 235 699.6 121,039千円
(補正前)

50.8%
総合
所見

　評価地区１６地区中、８地区が達成、８地区が未達成となった。
　目標達成地区では、施設整備、機械導入及び生産資材導入により生産コスト削減や販売額増加の効果が発現した。
　一方、目標未達地区おいては、取組主体段階では同様に事業効果があったと考えられるが、次の要因により産地として目標が達成できなかった。
　　コスト削減：施設・機械の導入及び全国的な物価高騰等による経費増大
　　　　　　　　農地集積の遅れにより中心的な担い手の規模拡大が不十分
　　販売額増加：生産者の高齢化に伴う廃作により産地面積拡大が不十分
　　　　　　　　長雨や高温等の天候不順、炭疽病等の病虫害発生等による生産量減少
　目標達成地区については引き続き支援を行うとともに、目標未達地区については協議会等との関係機関と連携しながら目標達成に向け地域の実情に応じた指導を行っていく。

両品目とも想定以上に高齢化
による廃作が多く、産地全体
としての面積が減少した。ま
た令和2年度は気象要因により
収量が落ちたため、販売額の
目標も未達となった。以下の
とおり指導していく。
【トマト】県園芸振興プロ
ジェクトの品目として重点的
に関係機関・団体と連携し生
産振興を図る。さらに、単収
向上のため高温対策や栽培管
理の徹底、土壌病害等病害虫
対策等を指導する。また、園
芸振興プロジェクトの生産者
確保対策においては、研修体
制を高度化する等の取組によ
り、新規就農者の確保・育成
を図ることとした。
【インゲン】県園芸振興プロ
ジェクトの品目として重点的
に関係機関・団体と連携し生
産振興を図る。さらに長期安
定出荷のため作型分化を推進
するとともに、省力化技術の
普及等により栽培面積の維
持・拡大を図るよう指導す
る。また、園芸振興プロジェ
クトの生産者確保対策におい
ても、新規栽培者の確保・育
成を図ることとした。


